
※　出典：５月１０日地方制度調査会第33回専門小委員会　資料１別紙を基に作成

 ※　１、２の事務を対象とすることが確定しているわけではありません。

事　務
3 介護サービス事業者の業務管理体制の報告の受理・命令等
9 障害者福祉サービス事業者の業務管理体制の受理・命令等
11 特別児童扶養手当の受給資格の認定
13 認定こども園の認定
14 婦人相談所の設置
16 病院の開設許可
20 結核に係る定期の健康診断の実施の指示
24 特定毒物の製造許可
26 職業能力開発大学校・障害者職業能力開発校等の設置
30 市街地再開発事業の認可
31 防災街区整備事業の認可
35 土地利用規制区域の指定
36 一級河川（指定区間）の管理
37 二級河川の管理
39 海岸の直轄区域以外の管理
40 公有水面の埋立免許
42 急傾斜地崩壊危険区域の指定
44 農用地区域内における開発行為の許可
45 農林物資製造業者等への立入検査等
46 農地（4ha以下）の転用許可
47 農地又は採草放牧地の賃貸借の解約の許可、意見の聴取等

52
市町村立小中学校等の学級編成基準の決定
市町村立小中学校等の職員の給与等の負担
県費負担教職員の定数の決定

57 博物館の登録

58

史跡名勝天然記念物の仮指定
重要文化財等の管理に係る技術的指導等
政府が補助金を交付する重要文化財等の管理に係る指揮監督
文化庁長官への届出等の経由事務

59 商工会議所に係る許可・監督
61 一般旅券の発給申請受理・交付

62
砂利採取計画の認可
岩石採取計画の認可

63 高圧ガスの製造・貯蔵許可
64 火薬類の製造（一部）・販売・消費許可
72 工業用水の採取許可
73 ダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定、対策計画の策定

１　指定都市及び指定都市を包括する道府県の多くが移譲に賛成している事務
（各々３分の２以上賛成）

「指定都市への移譲を前提に検討する事務」に関する参考資料（埼玉県作成）

（計　3１事務）

参考資料１－５ 



事　務
17 地域医療支援病院の承認
29 都市計画事業の認可
50 民有林の開発行為の許可等
60 全国団体以外の商工会・商工会議所等の基盤施設計画、連携計画の認定

【１と重複するもの】
事　務

3 介護サービス事業者の業務管理体制の報告の受理・命令等
9 障害者福祉サービス事業者の業務管理体制の受理・命令等
16 病院の開設許可
24 特定毒物の製造許可
30 市街地再開発事業の認可
31 防災街区整備事業の認可
40 公有水面の埋立免許
44 農用地区域内における開発行為の許可
45 農林物資製造業者等への立入検査等
46 農地（4ha以下）の転用許可
47 農地又は採草放牧地の賃貸借の解約の許可、意見の聴取等
59 商工会議所に係る許可・監督
61 一般旅券の発給申請受理・交付

62
砂利採取計画の認可
岩石採取計画の認可

63 高圧ガスの製造・貯蔵許可
64 火薬類の製造（一部）・販売・消費許可
72 工業用水の採取許可

（計　１７事務）

２　条例による事務処理の特例の活用により指定都市に移譲されている事務

（計　4事務）


